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研究成果の概要（和文）：本研究では日本の高齢者を中心として，新たな買い物弱者に目を向けたものである．
具体的には，店舗までの距離ならず，買い物環境に対する多様な不満が買い物の不便に繋がりうると考えられる
「潜在的買い物弱者」に着目をした．
都市計画やまちづくりの観点から，潜在的買い物弱者の発生要因やその特徴，該当者が有する問題について定量
的な分析を行い，潜在的買い物弱者は距離以外にも，他のアクセス面や店舗の質に対する不満が買い物不便に繋
がるという問題の構造，該当者になりやすい人々の特徴を把握する事ができた．また，問題の改善に向けて近居
や移動販売等の有効な対策の効果とその望ましい在り方を提示する事ができた．

研究成果の概要（英文）：This study focuses on new type of disadvantaged shoppers, named “
potentially disadvantaged shoppers”. Using questionnaire surveys conducted in suburban residential 
areas, we mainly focused on the relationship between various dissatisfaction (including 
dissatisfaction with distance to the stores) of individuals and their difficulty of daily shopping. 
We also tried to evaluate the effectiveness of countermeasures against the potentially disadvantaged
 shoppers' problems.
From the perspective of urban planning, we mainly clarified1) the factors that caused the 
potentially vulnerable shoppers, 2) their characteristics, and the 3) effectiveness of existing 
countermeasures against this problem. In Japan, the aging population is increasing and the problem 
of disadvantaged shoppers will be occurred in many regions. Our results will give new implications 
to solve the disadvantaged shoppers problems.

研究分野：都市・地域解析

キーワード： 買い物弱者　アンケート調査　地理情報システム　移動販売　高齢者　購買環境

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
従来より多面的に買い物環弱者問題を捉えた点，人々の買い物に対する不便・不満といった主観的評価構造に加
え，それが買い物行動や食事摂取にまで及ぼす影響を検証した点に意義がある．また，既存の対策の効果も定量
に評価を行った．これにより買い物弱者という現代の社会問題について，より包括的・多面的な理解を促すとと
もに，問題の解決策の方向性を提示する事ができた．
さらに，人々が買い物環境に対して有する不満・不便という簡便な評価指標を用いて，問題を捉えた点も挙げら
れる．これらの指標は地方自治体等の調査でも用いられ，本研究で得られた結果や観点は，一般的な調査等の際
にも応用・参照しやすいものであると言える．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
買い物に不便・不満を有する人々が増加する「買い物弱者」問題が社会的に注目され，都市計
画やまちづくりの分野においても解決すべき社会課題としての認識が高まっている．食料品の
買い物の場合には Food Deserts問題と呼ばれ，食生活への影響を通して健康問題に繋がる事もあ
る（Zenk et al., 2005; 岩間ら, 2011など）．この問題は欧米諸国で先進的に発生し，近年では日本
でも移動能力が低下しやすい高齢者を中心に，各地で問題が顕在化している（岩間ら, 2009; 中
村ら 2019 など）．日本の研究事例も増加傾向にあるがいずれも距離を中心とした店舗へのアク
セス性の状況やそれに対する人々の不便・不満 への着目が大半である．しかし，距離のみに着
目した買い物弱者の評価では，例えば，「買い
物を行う店舗への距離には不満がなくとも，
店舗の質（商品の価格や品揃え等）に不満を感
じる人々」の存在や，距離以外のアクセス性に
起因した不満・不便を持つ買い物弱者は見落
とされてしまう可能性がある． 
この様に，距離以外の多様な観点を踏まえ
て買い物弱者を捉えようとした研究，さらに
その様な「潜在的買い物弱者」の特徴や該当者 
の食事摂取・健康への影響について論じた研究 
は殆ど存在しない．しかし，この様な潜在的買い物弱者も買い物に不便や不満を有し，それらが
食事摂取や健康にまで影響を及ぼすのならば，従来の買い物弱者に加え，潜在的買い物弱者の抱
える問題の構造を明らかにしたうえで，その問題の解決を図る必要があるといえる（図 1）． 

 
２．研究の目的 
本研究では日本の高齢者を中心として，都市計画やまちづくりの観点から，上述の潜在的買い
物弱者の発生要因やその特徴，該当者が有する問題について定量的な分析を行い，潜在的買い物
弱者の問題の構造を明らかにするとともに，問題の改善に向けて有効な対策の在り方について
論ずる事を目的とする．そして，潜在的買い物弱者の問題の解決に資する高齢者の買い物環境 
づくりに貢献する事を目指す． 
 本研究の学術的な独創性・意義は大きく 2 つに分けられる．1つ目はこれまで着目されてこな
かった，距離以外の複数の観点も考慮して人々の買い物環境を捉える点である．これにより，問
題のより包括的・多面的な理解につなげる事ができる．2 つ目は，人々が買い物環境に対して有
する不満・不便というわかりやすい指標を用いて，問題を捉えている点である．この様な指標は，
地方自治体等の調査でも用いられているものであり，本研究で得られた結果や観点は，一般的な
調査等の際にも応用・参照しやすいものとなる． 
 
３．研究の方法 
主要な研究方法を以下に記す． 
本研究では，実際の地域を対象として人々の買い物における購買行動の状況や買い物環境に
対する主観的評価に基づく分析を行う． 
潜在的買い物弱者は，店舗数は一定数存在するものの，住民の高齢化率も高い大都市近郊の市
街地に多いと考えられる（関口ら 2016）．そこで，本研究では，研究代表者が関与している地域
の中から，その様な条件に合う地域として，1)埼玉県日高市のこま武蔵台地区と 2)東京都板橋区
の高島平地区をケーススタディの事例として選んだ．いずれの地域も 1970年前後に住宅団地が
造成されており，当時入居したファミリー層世代が高齢者となった時期を迎えており，地域内で
買い物弱者問題が顕在化している地域である． 
この 2地域で，住民の日常の購買行動の状況や，買い物環境に対する評価を問う，アンケート
調査を実施した． 
調査項目としては，主に性年齢や居住地区，家族構成などの個人属性に加え，日常食料品の買
い物に利用する店舗（利用店舗）やそこまでの移動手段，利用店舗までのアクセス性や商品・サ
ービスに関する店舗質の満足度評価などを訊ねた．また，その様な日々の買い物の中で，買い物
に不便を感じているかどうかについて訊ねるとともに，高島平地域では平均的な 1 週間の食事
摂取状況についても訊ねた． 
さらに，両地域に共通する買い物を補助する手段として同居・近居家族のサポートや宅配サー
ビスがあるため，それらの利用の有無，頻度についても訊ねた．また，各地域に固有の買い物弱
者の対策事業として，こま武蔵台地域では，地域の自治会・住民ボランティアが中心となって運
営する住民の移送サービス，高島平地域では地域の店舗が運営をしている移動販売事業が実施
されている．そこで，これらの事業の利用の有無や利用意思，利用実態についても訊ねた． 
また，高島平地域においては，上記の移動販売事業で運営される移動販売車に GPS を車載す
る事で移動販売車の移動履歴を取得し，運営事業者から利用者が特定できない形で買い物ごと
に発行される購買履歴（レシート情報）を入手した．両者を組み合わせて移動販売がいつ，どの

図 1：本研究の主な研究対象 



地点で移動販売が利用され，どんな商品が買われたのかを推定した． 
また，2019 年度末以降に発生したコロナ禍で様々な日用品の買い占め行動が発生した．パニ
ックバイイングと呼ばれるその様な状況の中では，平常時は特に不自由なく買い物ができたと
しても，非常時に商品を購入できず，不満や不自由を感じる人々も多く発生した．2020 年度以
降も実際に海外を含む多くの地域でパニックバイイングが発生している．さらに，コロナ禍の先
行きが不透明である事やこれまでにも災害や感染症の蔓延の際にもパニックバイイングが発生
した事を踏まえると，今後の類似の問題の発生可能性も高いといえ，その実態把握を行う事は学
術的な価値も高いと考えた． 
そこで，非常時において商品を十分に購入できず，買い物に不自由を感じる人々を広義の潜在
的買い物弱者と捉えて，この事態下での人々の買い物行動・意識や問題の発生要因についても日
本国内の複数地域を対象に調査を行った．調査は 2020年度末に調査会社に委託を行う形でネッ
ト調査により実施し，東京都豊島区（感染が拡大しつつあった都心部の住宅地域），石川県金沢
市（感染が拡大しつつあった地方都市の県庁所在地），岩手県盛岡市（感染蔓延が進んでいなか
った地方都市の県庁所在地）において実施し，個人属性に加え，2020 年度末のパニックバイイ
ングの認知時期，その状況下での買い物行動（利用店舗，移動手段など）や普段の買い物行動，
そして，パニックバイイングにおける商品の入手可否やその状況下を通して感じた不便の度合
いやその内容について訊ねた． 
以上のデータに基づき，食料品を対象とした潜在的買い物弱者の問題の構造を明らかにする
とともに，問題の改善に向けて有効な対策の在り方について分析・考察を行った． 
 
４．研究成果 
主要な成果を以下に記す． 

(1)こま武蔵台における調査・分析結果 
以上のデータに基づき，食料品を対象とした潜在的買い物弱者の問題の構造を明らかにする
とともに，問題の改善に向けて有効な対策の在り方について分析・考察を行った． 
住民の購買行動や利用店舗に対する評価結果を解析し，地域住民の食料品の購買行動の特徴と
その課題を整理した．さらに，買い物補助に関するサービスの可能性について検証した． 
 具体的には，図 2に基づき対象地域からの利用者が多い 4店舗に着目すると，地区内に立地す
る店舗（店舗 A）の利用者は徒歩で買い物を行う人が多く，他の 3店舗は自動車での利用が主で
あった．また，店舗 Aの利用者には後期高齢者や独居者，子世帯が近居をしていない者も多く，
自動車に乗れず他者の助けが受けられない人々が，徒歩により自力で到達可能な店舗を選択し
ている事が示唆された．さらに，各自の利用店舗に対する満足度評価の分析から，利用者の店舗
に対する評価は店舗の質因子，店舗アクセス性因子に大別でき，規模・位置などの店舗の立地特
性により，不満を持たれやすい満足度の特徴は異なる事も示された（図 3）．店舗 Aは地区内に
過去に立地していたスーパーマーケットの撤退後に新たに出店したが，アクセス性の評価は高
くとも店舗の質に不満を感じる利用者が多く，店舗 A の利用者の多くは店舗の質に対して不満
を有しながらも，アクセス性の不満が顕在化しない位置にある店舗 A を利用している可能性が
示唆された．また，店舗 A の利用者の多くが抱えている店舗質への不満を改善するうえでは，
宅配サービスや移送サービス，子世代の近居が，一定の効果を有している事を明らかにした． 

上記の結果に至る解析を含め，日本建築学会計画系論文
集等において発表した． 
 
 

 
 
(2)高島平地域における調査・分析の結果 
上述のこま武蔵台地域の調査結果を受けて，高島平地域では，さらに分析内容を発展させた分
析や，解決策の効果検証を実施した． 
具体的には，まず，以下の 2 つの Research Questions を設定し，統計解析や多変量解析により，
その解明のための分析をおこなった． 

図 2：店舗の利用状況 図 3：主要な店舗の満足度評価 



RQ1) 買い物における食料品の入手の不自由の有無は，利用店舗に対するいかなる主観的評価 
により説明できるのか？ 

RQ2) 買い物において食料品の入手に不自由を感じる環境下にある事は，個人の購買行動，食
品摂取にいかなる悪影響を及ぼすのか？ 

主な結果として，まず，人々が買い物環境に対して不自由を感じる要因には，距離・交通利 
便性のみならず，安全性（重視される場合）や商品の品質の評価も含まれる事が示された． 
しかし，食料品の入手が不自由であると感じる買い物環境下にいる事が，ただちに食品摂取へ悪
影響を及ぼすわけではなく，徒歩や公共交通で買い物を行う人々が不自由を感じている場合に
買い物頻度の低下をもたらし，十分な量・多様な食料品の入手・摂取を妨げるという間接的な影
響が示唆された．また，子世代の近居がある場合には，買い物の不便を感じる割合が有意に低く
なる事も明らかになった． 
この結果を受けて，特に地域において店舗までの移動の安全性に着目し，この安全性に対する
対する不安がどの様な状況下において発生するのかを，客観的な都市環境要素と紐づけた把握
を行うため，2018 年 9 月の地域イベント「高島平グリーンテラス」を訪れた地域の方々に，日
常の買い物において，危険・苦労を感じる箇所に関して聞き取り調査を実施した．その結果，図
5に示すように，地域住民が移動時に危険や苦労を感じる場所を把握する事ができた． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

さらに，買い物弱者対策として運用されている移動販売車の GPSデータと購買記録を紐づけ，
その利用実態の分析も行った．商品が買われた場所の特徴を分析してみると，店舗までの実距離
のみならず，相対的距離や広幅員道路や傾斜の存在，歩行空間の整備状況も移動販売の需要に 
影響を与える事が示唆された．  
各地点で買われたものの内訳についても分析した結果，大半の利用地点で，日常の食生活に不
可欠な食料品が購入されていることが示された．また，店舗までの距離が遠い戸建地区では，
個々の利用者が高頻度で多くの商品を購入，遠くにあるスーパーを代用して可能性を示唆する
結果が得られた一方で，地域東武にある，店舗までは比較的近い団地では，多くの団地住民が補
完的に商品を購入し，店舗での買い物と使い分けていることを示唆する結果が得られた（図 6）． 
ここから，住民の買い物環境の状況の違いにより，移動販売の利用の仕方・買い物における位
置づけが異なることが推測できる．移動販売車のドライバーへのヒアリングを行ったところ，そ
こでは高齢の単身者や，身体上の制約から移動が困難である人もいる事，実際に店舗までの移動
の際に，広幅員道路の横断に困難を感じて移動販売をする様になった人の存在が示唆されてい
た．また，利用者は移動販売だけに依存しているのではなく，店舗との使い分けをする人もいる
事を聞くことができた．これは，上記の結果を裏付ける内容であった． 

図 4：店舗の利用状況 

図 5：地域住民の 

移動の不便 



以上の内容は，日本都市計画学会都市計画論文集，国際誌である Sustainability誌に掲載された． 

 
 
(3)非日常時におけるパニックバイイングの状況下での潜在的買い物弱者調査の結果 
 まず，買い物に行くか行かないの選択を左右した要因を明らかにした．人口密度が高い都心部
や平時からドラッグストアを利用している人など 人々が TP を 入手できない危機感や不安を
感じやすい属性を有する人々が，パニックバイイング下において買い物に行く事で，状況を深刻
ささせる傾向が確認された．この様な人々の買い物の半数以上が，SNSやメディア等でパニック
バイイングの情報が拡散され始めたことで，更なる不安を煽られて，買い物に出かけた事も示唆
されていた．この不安を和らげて，人々の買い物の時間的集中を避けるための対策が重要である
と考えられる．また，パニックバイイング発生時の家庭での備蓄量も，買い物の有無に影響を与
えていた 有事の際に買い求めが起こりうる商品は，日ごろからの備蓄を奨励する事も重要性は
高い事が示された． 
さらに，パニックバイイング下での人々の店舗選択行動に関する空間分析では，地域ごとの主
要な移動手段に応じた人々の移動範囲の中で店舗選択が行われる事が多い事に加えて，スーパ
ーマーケットやドラッグストアなど，その様な不安定な状況下で人々が利用する傾向にある店
舗には特徴がある事が明らかになった．これらの店舗は，小規模なものも多く，人々が多く居住
する住宅地周辺に立地しやすい事が，多く利用されやすい理由であると考えらえる．一見，特殊
な状況の様に見えるパニックバイイング下における人々の購買行動は，あくまで日常の延長線
上にあり，買い物の時期が時間的に集中してしまう事で，人々の空間的集中をも引き起こす事で
発生している事が確認できた．人々の時空間的集中を緩和するためには 平時からの利用実態の
把握や今回の結果等を踏まえて，有事の際の地域の利用者数を予測し 需要を空間的に分散させ
るための施策をとる事が重要と考えられる． 
また，本稿では 人々の TP の入手可否や苦労・不便の有無に関する要因分析も行った．どの
ような属性・店舗を利用している人が不便や不満を感じやすいかを把握する事ができた．人々が
特に，購入制限は個々人の購入量を抑制 する施策として有効ではあるものの，多くの人々の苦
労や不便を引き起こす要因になってしまっている事には注意を要する．人々が感じた苦労や不
便の中身は，多岐にわたるが，自由記述の分析の結果，複数の類型に分類可能な 事も明らかに
なった．今後，同様の事態が生じた際の対策を考えるうえで，苦労や不便に起因するストレス由
来でのトラブル等の発生を防止するためにも，以上のことを踏まえて，地域レベルでの対策を講
じる事が重要といえる． 
以上の内容は，日本都市計画学会都市計画報告集や国際会議等で発表し，結果をまとめた論文
を投稿中である． 
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図 6：最寄り店舗までの距離と移動販売の利用実態 
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